
お客さま本位の業務運営に関する取組方針

当行ならびに当行グループは、業務のすべてにおいて、フィデューシャリー・デューティーの重要性

を再認識し、職員は個を磨き、専門性の高いスキルを身に付け、最適な金融サービスを提供し、

お客さまの最善の利益を図ることにより、お客さまと共存・発展できるグループであり続けるよう

「お客さま本位の業務運営に関する基本方針」を策定し、実践状況を公表するとともに、継続的な

見直しを図っております。

また、金融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」に基づき、個人のお客さま向けの

資産運用や資産形成コンサルティング業務に取り組んでおります。

適切な利益相反管理のための取り組み02

お客さまの最善の利益の追求01

金融商品にかかる手数料の明確化03

お客さまにふさわしいサービスの提供05

金融商品にかかる重要な情報の分かりやすい提供04

従業員に対する適切な動機づけの枠組み06
比較推奨可能な共通KPIデータ資料編

「お客さま本位の業務運営に関する基本方針」

https://www.first-bank.co.jp/policy/kihon/kihon.html

「リテール部門におけるお客さま本位の業務運営に関する取組方針」

https://www.first-bank.co.jp/policy/kihon/pdf/kpi.pdf

お客さま本位の業務運営に関する取組状況
2022年度リテール部門における
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積立投資信託（定時定額）の販売手数料を無料化

インターネットからの投資信託購入手数料を２０％割引

2023年3月15日より、１契約あたり５万円までの定時定額方式にてご購入いただいた
投資信託の販売手数料を無料化いたしました。

それぞれのお客さまが描く「ライフプランの実現」が「お客さまの最善の利益」であると
考えます。
お客さまにとって最適な商品をご提案するため、お客さまのリスク許容度に応じて、ニーズに
ふさわしい商品のご提案を行っております。

また、運用コストの低減のため、投資信託の販売手数料の割引や無料化も実施しております。

インターネットバンキングご契約のお客さまがWEBで投資信託をご購入
された場合、 購入手数料が２０％割引となります。

お客さまの最善の利益の追求01
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お客さまの最善の利益の追求01

当行の投資信託・生命保険ラインナップ（2023年3月31日現在）

投資信託ラインナップ（2023年3月末現在） 生命保険ラインナップ（2023年3月末現在）

※取扱休止中の商品は表記しておりません。

商品タイプ 商品数

債券

国内債券型 2

海外債券型 7

株式

国内株式型 10

海外株式型 14

内外株式型 18

リート

国内リート型 1

海外リート型 4

資産複合 22

その他 1

合計 79

うち、ノーロード型
（販売手数料無料型）

12

商品タイプ 商品数

個人年金
（一時払）

円建て 3

外貨建て 4

終身
（一時払）

円建て 3

外貨建て 5

個人年金
（平準払）

円建て 1

外貨建て 1

終身
（平準払）

円建 5

外貨建 1

がん・医療（平準払） 14

学資・定期（平準払） 2

収入保障（平準払） 3

傷害保険（平準払） 1

合計 43

「お客さまの最善の利益」の追求のため、お客さまのニーズ、リスク許容度に応じた

商品のご提案ができるよう、さまざまな投資運用会社・保険会社等から商品選定を行う

と同時に、商品ラインナップの充実に努めております。

取扱運用会社

取扱保険会社

12社

13社
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当行では「利益相反管理方針」を定め、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、
お客さまとのお取引に関して適切に管理してまいります。
また、本部による営業店モニタリングを随時実施するなど、適切に管理・検証する態勢を整備
してまいります。
特定の投資運用会社・保険会社に偏ることのないよう幅広く採用商品を選定するとともに、既存
商品の見直しを含め、ラインナップを整備してまいります。
お客さまの意向に反して、自らの評価のために手数料の高い商品を提案することはございません。

※金融商品の販売・推奨に伴って当該商品の提供会社から委託手数料等の支払いを受けるケースはございません。

また、当行グループ会社からの金融商品の提供はございません。

取扱投資信託一覧

ホームページ 投資信託サイト

販売手数料や信託報酬等、お客さまにご負担いただく手数料やその他費用について、当行ホーム

ページの投資信託サイトや重要情報シート・契約締結前交付書面等の交付帳票、パンフレット、

タブレットアプリを用いて分かりやすく説明しております。

同一あるいは類似商品で費用が異なる場合においては、商品性、手数料等の費用について特に

丁寧に説明しております。

適切な利益相反管理のための取り組み02

金融商品にかかる手数料の明確化03

重要情報シート（個別商品編）

投資信託情報アプリ（Wealth Advisor）
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商品のリスクや手数料等の情報を、お客さまに簡潔に分かりやすく提供し、金融商品の比較を

容易にするため、重要情報シートを活用し、重要な情報を分かりやすくお伝えしております。

ご提案にあたっては、重要情報シート等によるご説明の他、販売用資料やタブレット等を活用し、

お客さまのニーズに沿った金融サービスをご選択いただけるよう、個別商品、パッケージ商品それ

ぞれを比較できる分かりやすい情報提供を心がけております。

重要情報シート

重要情報シート（金融事業者編） 重要情報シート（個別商品編）

ライフプランガイド

金融商品にかかる重要な情報の分かりやすい提供04

タブレットの活用
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金融商品をご提案する際には、お客さまの知識・財産の状況・経験・投資目的やご意向、リスク

許容度等をお聴き取りし、ライフプランを共有させていただきます。その上で、最適な資産運用

プラン・商品をご選択いただけるよう、お客さまに寄り添ったご提案を行っております。

なお、当行は販売会社であり金融商品の組成は行っておりません。

お客さまにふさわしいサービスの提供05

https://www.first-bank.co.jp/policy/kihon/kihon.html

ファーストバンクの考える お客さま本位の運用提案

お客さまとライフプランを共有するため「ライフプランシミュレーション」を活用

※2023年3月20日より提供開始

ライフプランガイド 投資信託情報アプリ
（Wealth Advisor）

投資信託ガイド NISAガイド

2020年10月より、お客さまに安心して運用いただける

ように、運用期間中の定期的な訪問・面談によりお客

さまのご意向を確認し、保有商品のアフターフォロー

に取り組んでおります。

「当行で初めて金融商品をご購入されたお客さま」の

ほか、「購入後の一定期間内」「70歳以上のお客さ

ま」「相場急変時」に加えて、2021年からは「80歳以

上の投資信託をお持ちのお客さま」に対するアフター

フォローについても「コンタクトルール」として定め、

取り組んでおります。

引き続き、常にご満足いただける運用を継続できるよ

う最適なフォローアップをご提供してまいります。

STEP 4STEP 3STEP 2STEP 1

STEP 5

総資産の

把握

目標金額・

時間の設定

運用方針

の確認

ご提案

お申込

アフターフォロー

ファーストバンクの

つみたてガイド
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お客さまにふさわしいサービスの提供05

お客さまに対するアフターフォローの実施状況

65% 70%
50%

60%

70%

80%

21/9 22/9

投資信託・一時払生命保険をお持ちのお客さまへの年１回のコンタクトルールの実施状況

2022年度は投資環境の変化や地政学的リスクの上昇がみられるなか、

お客さまへ安心して運用商品を保有していただけるよう、積極的

にアフターフォローに取り組んだ結果、年1回以上のアフターフォロー

ルール（コンタクトルール）の実施状況が前年比5％上昇いたしました。

また、投資信託を購入されたお客さまに対する2週間以内のアフターフォロー率は100％を

達成しております。引き続き、きめ細かなアフターフォローに努めてまいります。
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お金にまつわるお客さまの不安や疑問を解消するべく、お客さま向けセミナーを開催いたしました。

お取引先企業さま向けの職域セミナーや、証券会社・保険会社等と連携したオンラインセミナーなど、

引き続き様々なチャネルを活用した「お客さま向けセミナー」をご提供できるよう取り組んでまいり

ます。

お客さま向けオンラインセミナーの実施

実施時期 主催者 テーマ

2022年 7月
シュローダー・インベストメント・

マネジメント株式会社
インフレ（物価上昇）局面で
強みを発揮する資産について

8月
三井住友DSアセット
マネジメント株式会社

モビリティ・自動車産業の
今後について

お取引先企業さま向け職域セミナーの実施

（2022年4月～2023年3月）

NISAやiDeCoなど制度活用をテーマにしたセミナーや、「長期・分散・積立」を中心と

した金融リテラシーや資産形成、ライフプランニングをテーマにしたセミナー等を開催し、

多くの方にご参加いただいております。

お客さまにふさわしいサービスの提供05

内容 開催回数 参加者数

資産形成セミナー 14回 133名

NISA制度セミナー 8回 135名

ライフプランセミナー 4回 69名

ビジネスマナー・iDeCoセミナー 2回 32名

※当行共催
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これからご資産を形成していきたいというニーズをお持ちのお客さまに対しては、「長期・分散・

積立」を軸に、NISA制度を活用した運用提案を行っております。

お客さまにふさわしいサービスの提供05

時間分散に関するご提案

投資信託積立金額と定時定額のお客さま数の推移

投資信託定時定額による平均積立年数の推移

安定的な資産形成の実現にむけて、積立投資を推進してまいりました。

投資信託の定時定額契約のほか、個人年金保険等の積立型保険商品の提案など、

積立型商品の運用提案を行っております。

「長期・分散・積立」の提案に取り組んできた結果、投資信託定時定額の平均積立

年数が2032年3月末には5.6年となりました。

引き続き、安定した資産形成に向けた提案を行ってまいります。

（年）
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投資信託積立金額 投資信託定時定額のお客さま数

（人） （百万円）
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9



お客さまにふさわしいサービスの提供05

運用商品をお持ちのお客さま

運用商品（投資信託・生命保険）をお持ちのお客さま数の推移

お客さまのお金に関する不安や疑問にお応えし、ライフステージに合わせたご提案を行う
ため、「ライフプランガイド」や「Wealth Advisor」などのツールを活用した運用提案や、
セミナー活動を積極的に推進した結果、運用商品をお持ちのお客さま数は投資信託を中心
に増加いたしました。

NISA口座数および利用残高の推移 つみたてNISA口座数および利用残高の推移

当行では、安定的な資産形成の実現にむけて、税制面の優遇があるNISA制度（少額投資

非課税制度）の推進を行っております。

2023/3月のNISA口座数は前年同月比8.3％増の12,525口座となり、そのうちつみたてNISAの

口座数は26.7％増の3,246口座となりました。
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利用残高 ＮＩＳＡ口座数
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運用商品をお持ちのお客さま数

（人）
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ファイナンシャル・プランナー（ＦＰ）資格保有者

お客さまの幅広いニーズに応じた提案力の

向上や、必要な知識の習得や実践での活用

を促すことを目的に、行内でのFP２級以上

の資格取得等を推奨しております。

2023年度からは、FP資格支援として

eｰラーニングの受講メニューの追加および

対策講座を実施いたします。

金融商品の専門知識習得を目的とした研修の実施

2022年度実施研修 実施回数

人材育成研修 89回

マーケット・商品・ライフプランニング研修 147回

合計 236回

幅広い参加者へ研修を行うべく、2022年度はWEBでの研修も取り入れながら行内研修

を実施いたしました。2023年度は営業員の更なるレベルアップを目的として新たに

「スキルアップミーティング」（計47回）を追加実施する予定です。

お客さまの最善の利益を図ることこそが、当行の健全性や収益の確保につながるという考え方

のもと、より良い商品やサービスをご提供できるよう、企業倫理の醸成や専門知識の習得など、

専門性の高い人材育成に努めております。

従業員に対する適切な動機づけの枠組み06

258 263 285 286

200

250

300

20/3 21/3 22/3 23/3

FP資格取得者の推移（2級以上）

（人）
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原則1 【顧客本位の業務運営に関する方針の策定・公表等】
金融事業者は顧客本位の業務運営を実現するための明確な方針を策
定・公表するとともに、当該方針に係る取組状況を定期的に公表す
べきである。当該方針は、より良い業務運営を実現するため、定期
的に見直されるべきである。

原則2 【顧客の最善の利益の追求】
金融事業者は、高度の専門性と職業倫理を保持し、顧客に対して誠
実・公正に業務を行い、顧客の最善の利益を図るべきである。金融
事業者は、こうした業務運営が企業文化として定着するよう努める
べきである。

原則3 【利益相反の適切な管理】
金融事業者は、取引における顧客との利益相反の可能性について正
確に把握し、利益相反の可能性がある場合には、当該利益相反を適
切に管理すべきである。金融事業者は、そのための具体的な対応方
針をあらかじめ策定すべきである。

原則4 【手数料等の明確化】
金融事業者は、名目を問わず、顧客が負担する手数料その他の費用
の詳細を、当該手数料等がどのようなサービスの対価に関するもの
かを含め、顧客が理解できるよう情報提供すべきである。

原則5 【重要な情報の分かりやすい提供】
金融事業者は、顧客との情報の非対称性があることを踏まえ、上記
原則4に示された事項のほか、金融商品・サービスの販売・推奨等に
係る重要な情報を顧客が理解できるよう分かりやすく提供すべきで
ある。

原則6 【顧客にふさわしいサービスの提供】
金融事業者は、顧客の資産状況、取引経験、知識及び取引目的・
ニーズを把握し、当該顧客にふさわしい金融商品・サービスの組成、
販売・推奨等を行うべきである。

原則7 【従業員に対する適切な動機づけの枠組み等】
金融事業者は、顧客の最善の利益を追求するための行動、顧客の公
正な取扱い、利益相反の適切な動機づけの管理等を促進するように
設計された報酬・業績評価体系、従業員研修その他の適切な動機づ
けの枠組みや適切なガバナンス体制を整備すべきである。

金融庁 顧客本位の業務運営に関する原則
（参考）

資 料 編
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※基準日 ：2021年3月末・2022年3月末・2023年3月末
※対象顧客 ：基準日時点で投資信託を保有している個人のお客様
※対象取引 ：当行の投信口座による取引および、金融商品仲介口座による取引
※対象商品 ：基準日時点で対象のお客さまが保有している投資信託
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2023年3月末時点で運用損益がプラスの
お客さまの割合は55％となりました

投資信託・運用損益別顧客比率

比較可能な共通KPI（投資信託）
2018年に金融庁より公表された「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPIに
ついて」においてお客さま本位の良質な金融商品・サービスを提供する金融事業者を
お客さまが選ぶ上で比較することができる統一的な指標（共通KPI）が示されました。

当行の共通KPI（投資信託）は以下の通りです。

プラスのお客さま 2021年3月末

（3ヵ年平均） 66%

▲13％

2023年3月末2022年3月末

3月末時点 75% 68%

　前年比 +48% ▲7％

55%
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預かり残高上位20銘柄のコスト・リターン、リスク・リターン
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ファンド名 コスト リスク リターン

① ダイワＪ－ＲＥＩＴオープン（毎月分配型） 1.12% 15.03% 4.30%

② ダイワ・ＵＳ－ＲＥＩＴ・オープン（毎月決算型） Bコース 2.33% 18.52% 11.13%

③ 投資のソムリエ 1.98% 3.72% ▲0.44%

④ ハイグレード・オセアニア・ボンド・オープン（毎月分配型） 1.82% 9.79% 2.03%

⑤ ファイン・ブレンド （毎月分配型） 1.91% 4.78% 2.16%

⑥ アジア・オセアニア好配当成長株オープン （毎月分配型） 2.42% 18.29% 1.42%

⑦ ダイワ・グローバル・ＲＥＩＴ・オープン（毎月分配型） 2.07% 19.30% 8.09%

⑧ グローバルAIファンド 2.59% 27.13% 15.08%

⑨ ニッセイアメリカ高配当株ファンド（毎月決算型） 2.57% 18.02% 13.09%

⑩ ニッセイ豪州ハイ・インカム株式ファンド（毎月決算型） 2.49% 23.86% 5.14%

⑪ グローバル・ソブリン・オープン（毎月決算型） 1.71% 4.75% 1.60%

⑫ あおぞら・ 徹底分散グローバル株式ファンド 1.06% 17.71% 9.08%

⑬ iFree 8資産バランス 0.24% 10.63% 5.27%

⑭ ダイワ高格付カナダドル債オープン（毎月分配型） 1.82% 7.45% 3.61%

⑮ 次世代通信関連世界株式戦略ファンド 2.51% 21.54% 8.24%

⑯ ファイン・ブレンド （資産成長型） 1.91% 4.78% 2.16%

⑰ ＳＭＴＡＭダウ・ジョーンズインデックスファンド 0.98% 18.19% 12.77%

⑱ ニッセイ・ワールドスポーツ・ファンド ーメダリストーＢコース（為替ヘッジなし） 2.50% 17.36% 8.46%

⑲ グロ－バル自動運転関連株式ファンド（為替ヘッジなし） 2.56% 22.65% 11.87%

⑳ iFree  S&P500インデックス 0.25% 17.84% 15.51%

投資信託の預かり残高上位20銘柄（2023年3月末時点）

参考：コスト・リターン・リスク 3ヵ年推移

コスト リターン リスク
前年比 前年比 前年比

2023年3月末 1.76% -0.07% 5.35% -0.74% 13.96% 1.27%

2022年3月末 1.83% -0.01% 6.09% 2.06% 12.69% 0.99%

2021年3月末 1.84% 0.01% 4.03% 5.64% 11.70% -0.20%

①共通KPIの基準（設定後５年以上）を満たした上位２０銘柄を抽出
②コスト：販売手数料（税込）1/5と信託報酬（税込）の合計
③リスク：過去５年間の月次リターンの標準偏差（年率換算）
④リターン：過去５年間のトータルリターン（年率換算）

※リターン・リスクとは
・リターン：投資の結果得られる収益のこと
・リスク ：リターンのブレ幅のこと
※リスクの大きな商品は、大きなリターンを期待できますが、安定した資産形成
のためには、お客さまの投資方針や目的等に合わせた商品の選択が重要となります。
商品のご選択の際は、商品内容に加え、コスト・リスク・リターンもご確認ください。
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生命保険・運用損益別顧客比率

2022年に金融庁より、お客さまが各業態の枠を超えた商品の比較を容易にする観点から、
投資信託と類似の機能を有する金融商品として比較推奨が行なわれている外貨建保険に
ついて、比較可能なKPIの基準が示されました。

当行の比較可能な共通KPI（外貨建保険）は以下の通りです

プラスのお客さま 2022年3月 2023年3月

３月末時点 84％ 56％

前年比 - ▲28％

比較可能な共通KPI（外貨建保険）
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2023年3月末時点で運用損益がプラスの
お客さまの割合は56％となりました
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外貨建保険の銘柄別コスト・リターン

コスト低 高

リ
タ
ー
ン

高

低

生命保険の対象銘柄（2023年3月末時点）

• 外貨建保険は、保障と運用を兼ねており、満期や死亡の際には保険金が支払われます。
解約時には解約返戻金が支払われますが、保険商品は長期保有を前提としており、特に
契約後の早い段階に解約した場合に受取る解約返戻金は一定額の解約控除等により、
一時払い保険料を下回る場合が多くあります。

• 解約返戻金は基準日時点の為替レートで円貨換算しており、満期まで保有した場合や、
外貨で受取る場合の評価とは異なります。

2023年3月末時点 2022年3月末時点
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コスト 1.13％

リターン 1.12％

①ＫＰＩの基準（保険契約開始から60ヵ月以上経過）を満たした対象銘柄を抽出
②コスト：各契約の新契約手数料率と継続手数料率（支払累計）の合計値を、契約期間

（経過年数）で年換算したものを、各契約の一時払保険料で加重平均
③リターン：各契約の契約時点の一時払保険料に対する、基準日時点の解約返戻金額＋

基準日までの既支払金額の増加率を年率換算したものを、各契約の一時
払保険料で加重平均

商品名 コスト リターン

① サニーガーデンＥＸ 0.95% 1.05%

② サニーガーデン 0.64% 1.28%

③ ロングドリームＧＯＬＤ 0.76% 1.04%

④ やさしさ、つなぐ 0.68% -0.85%

⑤ プレミアジャンプ・年金（外貨建） 1.01% 0.93%

⑥ 三大陸 0.42% 1.16%

⑦ ロングドリームプラス 0.59% 2.03%

⑧ しあわせ、ずっと 1.19% 0.61%

⑨ プレミアカレンシー・プラス２ 0.99% 1.17%

⑩ デュアルドリーム 0.87% 0.53%

⑪ プレミアジャンプ２・年金（外貨建） 1.08% 1.46%

⑫ アップサイドプラス 1.17% -1.85%

⑬ プレミアジャンプ３・年金（外貨建） 1.36% -0.45%

⑭ シリウスハーモニー 0.20% 2.06%

⑮ しあわせ、ずっとＮＺ 1.31% 1.71%
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コスト 0.80％
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残高加重平均値
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